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海外情報

はじめに
2026年時点で世界第４位の人口を抱えるインド

ネシアは、国内の砂糖需要が大きく、自国産のサト

ウキビから生産された砂糖だけでは国内需要を満た

せない。このため、不足分をブラジル、豪州および

タイなどから輸入した粗糖を原料として生産された

砂糖で補っている。25年には、約382万トンの粗糖

（HSコード1701.14）を輸入しており、中国に次

いで世界第２位の輸入国となっている。なお、中国

の粗糖輸入量は、同国内の砂糖需給動向などによる

変動が大きいため、インドネシアが世界最大の粗糖

輸入国となる年もある。

こうした中、インドネシア政府は、砂糖の輸入依

存からの脱却を目指し、砂糖の自給政策を推進して

いる。直近では、23年に公布したインドネシア共

和国大統領令第40号（以下「大統領令第40号」と

いう）において、砂糖の自給達成に向けた指針を作

成し、その達成に向けた取り組みを本格化させてい

る（表１）。

本稿では、世界有数の砂糖輸入国かつ日本の粗糖

輸入における競合国であるインドネシアについて、

砂糖産業の概要とともに砂糖の自給政策の動向を報

告する。

なお、本文中の為替相場は、三菱UFJリサーチ＆

コンサルティング株式会社「月中・月末平均の為替

相場」2026年９月末日TTS相場の100インドネシ

アルピア（IDR）＝1.00円を使用した。

砂糖の自給達成を目指す
インドネシア砂糖産業の動向

調査情報部　国際調査グループ

【要約】
　世界第４位の人口を抱えるインドネシアは、世界有数の砂糖輸入国である。近年、政府による砂糖の自
給政策の推進により、家庭消費用砂糖については自給達成が現実のものとなりつつある。一方、産業用砂
糖については依然として輸入への依存度が高く、小規模サトウキビ農家の生産効率、製糖工場における原
料の安定調達や操業効率などについて、改善の余地が残されている。

概要

1 直接消費（家庭消費）用砂糖の自給は、遅くとも2028年ま
でに達成。

2 産業用砂糖の自給は、遅くとも2030年までに達成。

3 サトウキビ由来のバイオエタノール生産拡大は、遅くとも
2030年までに達成。

4

国家の砂糖自給の加速およびバイオエタノールの生産拡大
のため、以下の事項を含むロードマップを策定。

（１）単位面積当たりの収量増加（サトウキビの単収を１
ヘクタール当たり93トンに引き上げ）。

（２）サトウキビ作付面積の拡大（サトウキビの作付面積
を70万ヘクタール拡大）。

（３）製糖工場の生産性およびその他の事項の改善（製糖
歩留まり11.2パーセントを達成）。

（４）サトウキビ生産者の経営安定。

（５）サトウキビ由来のバイオエタノールの生産拡大（年
間120万キロリットル生産）。

資料：大統領令第40号を基に農畜産業振興機構作成

表１　大統領令第40号の概要
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１　サトウキビの生産動向
（１）生産地域

インドネシアでは、サトウキビが砂糖産業の基幹

作物であり、同国38州のうち12の州で生産されて

いる（図１）。

2026年の国内のサトウキビ作付総面積は、54万

9000ヘクタールと見込まれており、州別では、東

ジャワ州が24万4000ヘクタールで最大となってい

る（図２）。作付面積上位５州で、作付総面積の９

割以上を占め、特に上位３州の東ジャワ州、ランプ

ン州および中部ジャワ州は、サトウキビ生産に適し

た土壌条件を有し、多数の製糖工場が立地している。

図１ サトウキビの州別作付面積および製糖工場数
州名 小規模農家 ⺠間⼤規模農園 国営⼤規模農園 全体

作付面積（万ヘクタール）生産量（万トン） 作付面積（生産量（万作付面積（生産量（万作付面積（生産量（万トン）
北スマトラ 0 0 0 0 0.7437 1.9258 0.7437 1.9258
南スマトラ 0.5252 1.394 2.066 8.6361 1.0826 3.6844 3.6738 13.7145
ランプン 3.1791 19.837 11.2454 52.6534 0.6589 1.752 15.0834 74.2424
⻄ジャワ 1.6052 5.9635 0 0 0.0077 0.0311 1.6129 5.9946
中部ジャワ 5.7201 25.82 0.0686 0.3779 0.1617 0.5629 5.9504 26.7608
ジョグジャカルタ 0.1368 0.4378 0 0 0 0 0.1368 0.4378
東ジャワ 21.2435 119.0083 0.07 0.2413 3.1119 16.8209 24.4254 136.0705
⻄ヌサ・トゥンガ 0.318 1.7296 0.1018 0.2854 0 0 0.4198 2.015
東ヌサ・トゥンガ 0.0001 0.0006 0.3236 1.0352 0 0 0.3237 1.0358
ゴロンタロ 0.1132 0.7861 0.9287 5.0112 0 0 1.0419 5.7973
南スラウェシ 0.275 0.7803 0 0 0.8521 1.6578 1.1271 2.4381
南東スラウェシ 0.0111 0.0403 0.3047 1.5401 0 0 0.3158 1.5804
全体 33.1273 175.7975 15.1087 69.7806 6.6186 26.4348 54.8546 272.0129

出典： 農業省「Buku Statistik Perkebunan 2024-2026 Jilid I」

図１　サトウキビの州別作付面積および製糖工場数

資料：インドネシア共和国農業省「Buku Statistik Perkebunan 2024-2026 Jilid I」を基に農畜産業振興機構作成
　注：州別作付面積は2026年の推定値。製糖工場数は2024年の実績値。
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図２　サトウキビの州別作付面積割合（2026年）

資料：インドネシア共和国農業省「Buku Statistik Perkebunan 2024-2026 Jilid I」を基に農畜産業振興機構作成
　注：2026年の推定値。
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（２）作付面積
サトウキビ生産者は、経営形態によって、１）家

族経営の小規模農家（以下「小規模農家」という）、

２）民間企業の大規模農園（以下「民間企業」とい

う）、３）国営企業の大規模農園（以下「国営企業」

という）―に分類される。小規模農家は、国営およ

び民間製糖工場の双方に原料を出荷している。また、

大多数が兼業農家であり、サトウキビ以外にコメ、

トウモロコシ、タバコ、とうがらし、コーヒーなど

を生産している。

2020年以降のサトウキビ作付面積は、小規模農

家および民間企業の同面積増により、増加傾向にあ

る（図３）。26年は、小規模農家が33万1000ヘク

タール（20年比32.5％増）、民間企業が15万1000

ヘクタール（同20.0％増）、国営企業が６万6000

ヘクタール（同1.9％減）と見込まれ、小規模農家

が作付総面積の６割以上を占める。

（３）砂糖生産量
2020年以降の砂糖生産量は、サトウキビの作付

面積増加に伴い、増加傾向にある（図４）。26年は、

経営形態別では、小規模農家が175万8000トン

（20年比52.2％増）、民間企業が69万8000トン（同

4.1％増）、国営企業が26万4000トン（同13.5％

減）と見込まれている。

また、州別の経営形態別生産量を見ると、東ジャ

ワ州、西ジャワ州および中部ジャワ州などを含むジ

ャワ島では小規模農家、ランプン州や南スマトラ州

などのジャワ島以外の地域では民間企業が中心とな

っている（図５）。

（４）栽培期間
サトウキビの植え付け時期は、サトウキビの品種

ごとの成熟時期（早生種・中生種・晩生種）や各地

域の雨期の長さによって異なる。雨期が比較的長い
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図３　経営形態別のサトウキビ作付面積の推移

資料：�インドネシア共和国農業省「Buku Statistik Perkebunan 2024-
2026 Jilid I」を基に農畜産業振興機構作成

　注：�2020年から24年までの値は実績値、25年の値は暫定値、26年の
値は推定値。

115.5 
130.8 125.2 

144.8 
161.3 164.8 175.8 

67.0 70.8 64.1 60.5 61.0 
75.6 69.8 

30.6 33.4 
51.3 

21.7 24.3 27.6 26.4 

213.1 
235.1 240.6 

227.1 
246.6 

268.0 272.0 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

2020 21 22 23 24 25 26

（万トン）

（年）

小規模農家 ⺠間企業 国営企業 総生産量

図４　経営形態別の砂糖生産量の推移

資料：�インドネシア共和国農業省「Buku Statistik Perkebunan 2024-
2026 Jilid I」を基に農畜産業振興機構作成

　注：2024年までの値は実績値、25年の値は暫定値、26年の値は推定値。
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図５　州別の経営形態別生産量（2026年）

資料：�インドネシア共和国農業省「Buku Statistik Perkebunan 2024-
2026 Jilid I」を基に農畜産業振興機構作成

　注：推定値。
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スマトラ島中北部やスラウェシ島北部では、雨期終

了後の５月から８月にかけて、雨期が比較的短いジ

ャワ島、スマトラ島南部、スラウェシ島南部では、

雨期開始前の10月から11月にかけて植え付けが行

われる。収穫は、乾期が始まる４月から５月ごろに

開始し、７月から９月に最盛期を迎える。また、栽

培方法は、サトウキビ収穫後の萌芽茎を育成する「株

出し栽培」が主流である。

（５）品種
サトウキビの種苗は、インドネシア共和国農業省

（以下「農業省」という）の認証制度に基づき、認

証品種のみ使用が認められている。現在の主要品種

である中晩生種の「Bululawang」（2004年認証）

は、単収が１ヘクタール当たり70～80トン程度、

CCS（注１）が7.51％である。

インドネシア砂糖・サトウキビ研究所（P3GI）は、

インドネシアの砂糖およびサトウキビ研究の中核機

関であり、栽培技術や製糖技術の研究に加えて品種開

発も行う。現在、P3GIでは、主要品種の「Bululawang」

が同国の主要病害である黒穂病（注２）に対して感受

性を有するため、新たな黒穂病抵抗性品種の開発に

注力している（写真１、２）。P3GIによると、優良

品種には、１）高い生産性、２）幅広い土壌条件へ

の適応、３）病虫害抵抗性、４）８％以上のCCS、５）

12～15％の繊維含有量、６）異なる成熟期―が求

められ、今後はこれらの項目に加えて気候変動への

適応力も重点項目の一つになるとしている。しかし、

単一品種でこれらすべての条件を満たすことは難し

いため、品種選定では、土壌条件、灌
かん

漑
がい

設備の有無、

病害抵抗性および成熟期などが考慮されている。

（注１）�Commercial Cane Sugar（可製糖率）の略。サ
トウキビのショ糖含有率、繊維含有率および搾汁
液の純度から算出される回収可能な糖分の割合。

（注２）�黒穂病は、糸状菌である黒穂病菌（Sporisorium 
scitamineum）によって引き起こされ、罹

り

病し
たサトウキビは、茎の先端から黒色の鞭状物を生
じる。

（６）機械化の状況
機械化の進展状況は、経営形態や地域の生産条件

により左右される。P3GIによると、民間企業は機

械化が進んでいる一方、小規模農家は傾斜地や小規

模農地に適した機械が不足していることから、一部

作業の機械化にとどまっているとされる。また、ジ

ャワ島では、小規模農家主体で農地が細分化されて

いるため、完全な機械化は難しいが、ジャワ島以外

資料：P3GIから提供された写真を一部改変

写真１　�インドネシアにおけ
る主要病害

黒穂病

わいか病

モザイク病

葉焼病

写真２　黒穂病の抵抗性品種「PSNX052」
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の生産地域では、民間企業が中心であるため、生産

者１戸当たりの作付面積が大きく、作業効率の面で

機械化の必要性が高いとしている。

２　砂糖の需給動向
（１）砂糖の定義

インドネシアにおいて砂糖は、１）主に海外から

輸入される粗糖（GKM）、２）主に国産サトウキビ

を原料とする白糖（GKP）、３）主に輸入粗糖を原

料とする精製糖（GKR）―と定義されている（表２）。

また、法令により、GKPは家庭消費用（直接消費用）、

GKRは産業用として明確に用途が区分されている。

さらに、製糖企業はGKPのみを生産する企業、精

製糖企業はGKRのみを生産する企業として区別さ

れている（図６）。

しかし、実際の流通段階では、産業用のGKRが家

庭消費用のGKP市場に流入する行為（「Rembesan」）

が確認されている。インドネシア砂糖協会（AGI）は、

GKPとGKRの価格差や市場区分の運用上の隙間を

突いた流通などをその要因に挙げ、この行為がGKP

の需要および価格の低下、製糖工場やサトウキビ生

産者の収益減少、砂糖の需給計画への悪影響を引き

起こす恐れがあるとして警戒を強めている。

（２）製糖工場
インドネシアでは、年ごとに若干の増減があるも

のの、57～59カ所の製糖工場が稼働している。経

営形態別に見ると、民間製糖工場は国営製糖工場の

約半数だが、砂糖生産量、CCSとも国営製糖工場

を上回る状況が続いている（表３）。米国農務省

（USDA）によると、国営製糖工場は約９割が100

年以上経過している一方、民間製糖工場より効率的

な設備と技術を備えているとしている。

製糖企業の最大手は、国営製糖企業のPT Sinergi 

Gula Nusantara（以下「PT SGN」という）であ

り、グループ会社の工場を含め国内で39の製糖工場

を運営する。同社のサトウキビ作付面積は、約25

万ヘクタールと国内全体の４割以上を占め、製糖工

場の１日当たり原料処理能力の合計は14万6000

トンに上る。

また、AGIによると、製糖工場の月別砂糖生産量

は、１月から３月までが最も少なく、サトウキビの

収穫開始に伴い、４月から６月にかけて急増する。

その後、７月から８月にかけて最盛期を迎え、この

時期に年間の約４割を生産する（図７）。

砂糖の種類 原料 用途 HSコード

粗糖
（Gula Kr is ta l 
Mentah：GKM）

主として海外
から輸入

精製糖および
白糖の原料と
して使用され
る砂糖

1701.12.00.00
1701.13.00.00
1701.14.00.00

白糖
（Gula Kr is ta l 
Puith：GKP）

主として国産
サトウキビ

家庭消費向け
に用いられる
砂糖

1701.91.00.00
1701.99.90.00

精製糖
（Gula Kr is ta l 
Rafinasi：GKR）

主として輸入
粗糖（GKM）

食品、飲料お
よび医薬品な
どの産業の原
料として使用
される砂糖

1701.99.10

資料：�インドネシア共和国大統領令第57号（2004年）、インドネシア共
和国産業大臣規則第47号（2024年）を基に農畜産業振興機構作成

表２　砂糖の定義
図６ ＧＫＰとＧＫＲの流通

図６　GKPとGKRの流通

資料：�インドネシア共和国産業大臣規則第47号（2024年）を基に農畜
産業振興機構作成

　注：�インドネシア共和国産業大臣規則第47号（2024年）では、製糖
企業および精製糖企業は国内産の原料の使用を優先しなければなら
ないと規定している。また、国内産の原料が入手できない場合また
は数量、品質面で不十分な場合に限り、粗糖の輸入を認めている。
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（３）砂糖の需給動向と今後の消費の見通し
2020/21年度（５月～翌４月）以降、砂糖生産

量は増加傾向にあるものの、26/27年度は乾燥した

気候の影響から、前年度より減少が見込まれている

（図８）。一方、輸入量は、需給ギャップを埋めるた

め、生産量を上回る水準で推移しているが、近年は

生産量の増加を背景に減少傾向にあり、その結果と

して自給率は増加傾向にある。輸入量の９割以上を

占める粗糖は、主にブラジル、タイおよび豪州の３

カ国から輸入しており、23/24年度以降はこれら

３カ国からほぼ全量を輸入している（図９）。
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図７　製糖工場の月別生産量の推移

資料：�Nusantara Sugar Community「Sugar Journal July 2026」を基に農
畜産業振興機構作成

注１：2021年から25年までの月別平均砂糖生産量。
注２：雨期、乾期、収穫期、植え付け期はジャワ島の例である。

年 経営形態
サトウキビ

生産量
（万トン）

CCS
（％）

砂糖（GKP）
生産量

（万トン）

1ha当たりの
砂糖生産量
（トン）

参考：精製糖
（GKR）生産量

（万トン）

2021
国営 1,483 7.12 106 5.21
民間 1,751 7.40 130 5.29
合計 3,234 7.27 235 5.25 315

22
国営 1,751 6.50 114 4.87
民間 1,893 6.70 127 4.97
合計 3,644 6.60 241 4.92 336

23
国営 1,426 7.12 103 4.32
民間 1,679 7.35 124 4.66
合計 3,105 7.25 227 4.50 322

24
国営 1,622 7.26 118 4.73
民間 1,700 7.58 129 4.74
合計 3,322 7.42 247 4.73 341

25
国営 1,965 6.23 122 4.31
民間 1,968 7.41 146 5.11
合計 3,933 6.82 268 4.71 340

資料：Nusantara Sugar Community「Sugar Journal July 2026」を基に農畜産業振興機構作成
　注：いずれも製糖終了時点の値。

表３　製糖工場の経営形態別砂糖生産量
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消費量は、統計により変動があるものの、近年は

おおむね600万～700万トン台（家庭消費用のGKP

と産業用のGKRの出荷量ベース）で推移している。

AGIによると、GKPは、家庭における直接消費のほ

か、伝統市場、レストラン、ホテル、ケータリング、

中小規模の食品・飲料企業などで利用される。一方、

GKRは、主に大規模な食品・飲料企業で用いられ

るほか、加工食品、菓子、ベーカリー製品、乳製品、

医薬品などに利用される。

また、今後の消費量の見通しについて、家庭消費

用の需要は、１人当たりの消費量増加を背景に増加

すると見込んでいる。産業用を含む砂糖全体の需要

も、人口の増加、都市化の進展、購買力の向上、食

品・飲料産業の拡大、外食産業および観光産業の拡

大などの要因から引き続き増加すると見込んでい

る。

（４）砂糖価格
同国の砂糖（GKP）価格は、生産者基準価格（HPP）、

オークション価格および小売価格の各段階を経て形

成される（表４）。

ア　生産者基準価格（HPP）
HPPは、政府が定める農家向けの買い取り基準

価格である。これまで定期的な見直しが行われてき

た結果、2021年から25年まで間に約60％上昇し

ている。AGIは、HPPの引き上げについて、生産意

欲の向上と収入の増加を通じて生産者の経営安定に

寄与しているとしている。

イ　オークション価格
オークション価格は、製糖企業から卸売業者など

への販売価格である。同価格は製糖コストと連動し

ており、HPPの引き上げに伴い上昇している。

ウ　卸売価格・小売価格
卸売価格および小売価格は、オークション価格の

上昇に伴い上昇している。政府は、価格高騰を抑制

するため、2017年以降、消費者向け販売基準価格

（HAP）を設定しており、現在は東部地域および遠
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図８　砂糖生産量と輸入量の推移

資料：USDA「PSD Online」
注１：年度は５月～翌４月。
注２：生産量は家庭消費用のGKPの値。
注３：輸入量は粗糖輸入量の値。
注４：自給率は消費量に占める生産量の割合。
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図９　主要輸入先国別の粗糖輸入量の推移

資料：Global Trade Atlas
注１：HSコード1701.14（粗糖）
注２：年度は５月～翌４月。
注３：2020/21年度～25/26年度の上位３カ国を表示。

年 生産者
基準価格

オークション
価格

平均卸売
価格

平均小売価格

４都市 34都市

2021 9,100 10,631 11,816 13,023 13,224

22 11,500 11,586 12,580 14,027 14,356

23 12,500 12,859 13,690 14,857 15,152

24 14,500 15,082 16,374 17,624 17,878

25 14,500 14,950 16,459 17,816 18,328

資料：�Nusantara Sugar Community「Sugar Journal July 2026」
を基に農畜産業振興機構作成

　注：�４都市は、スマトラ島のメダン、ジャワ島のジャカルタ、スマラン、
スラバヤを指す。

表４　砂糖の各種価格の推移
単位：IDR/kg
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隔地域で１キログラム当たり１万8500IDR（185

円）、それ以外の地域で同１万7500IDR（175円）

である。

なお、インドネシアサトウキビ生産者協会（APTRI）

の関係者は、砂糖の品質や製造時期にかかわらず、

HAPにより小売価格が一律に制限されている現状

を踏まえ、砂糖価格を市場メカニズムに委ねるべき

であるとの見解を示している。

（５）エタノール生産
インドネシアでは、大統領令第40号に基づき、

砂糖の自給だけではなく、サトウキビ由来のバイオ

エタノールの生産拡大に向けた取り組みが進められ

ている。例えば、南パプア州では、バイオエタノー

ル工場の建設と併せて原料確保のためのサトウキビ

栽培が開始されている。また、PT SGNは、現在は

東ジャワ州モジョケルト県で１日当たり100キロ

リットルのエタノールを生産しているが、新たに同

州バニュワンギ県グレンモアの製糖工場敷地内にバ

イオエタノール工場の建設を進めている。同社の計

画では、今後少なくとも５カ所の工場を建設する予

定である。

―コラム―　インドネシアの砂糖産業と育種の歴史
P3GIは、2026年４月に東ジャワ州パスルアン市の研究所敷地内に「インドネシア砂糖博物館

（Museum Gula Indonesia）」を開設した。同博物館では、オランダにおける植民地時代から現代まで
の砂糖産業の歴史、技術革新およびP3GIの研究成果が紹介されている（コラム―写真１～４）。本コラ
ムでは、同博物館の展示内容を基に、インドネシアの砂糖産業の変遷とサトウキビ品種「POJ2878」
について、それらの概要を報告する。

（１）インドネシアの砂糖産業の変遷
P3GIの展示によると、サトウキビの野生種（Saccharum robustum）は、現在のパプア地域を起源

の一つとし、その後、インドネシア各地から東南アジアや南アジアへと広がった。また、インドにおけ
る製糖技術の発展が、インドネシアの砂糖産業の基礎となったとしている。同国の砂糖産業の変遷は、
コラム―表の通りである。

コラム―写真１　
博物館の入り口

コラム―写真２　
サトウキビ圧搾機

コラム―写真３　
サトウキビの展示

コラム―写真４
開発中のサトウキ
ビジュース
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３　砂糖の自給政策
（１）自給政策の概要と進捗状況

大統領令第40号では、１）国家の食料安全保障

の確保、２）産業用原材料および副資材供給の保証、

３）サトウキビ生産者の経営安定の促進、４）エネ

ルギーの安全保障およびクリーンエネルギーの推進

―を図るため、砂糖自給の加速とバイオエタノール

の生産拡大に向けた政府の取り組み（注３）および生

産目標について規定している。

表１で示した通り、砂糖については、家庭消費用

は2028年まで、産業用は30年までの自給達成を

目指している。また、サトウキビ由来のバイオエタ

ノールについては、30年までに年間120万キロリ

ットルの生産を目指しており、25年時点の各生産目

標に対する進捗率は表５の通りである。

（注３）�同大統領令では、各省庁・機関、地方自治体、国
営企業、地方公営企業および民間企業におけるそ
れぞれの役割や権限についても規定されている。
例えば、産業省は、１）新規製糖工場の建設、２）
製糖工場の生産能力または稼働率の向上、３）製
糖工場の再生、４）耕作地の拡大―などを支援す
ることとされている。

（２）国および業界関係者の取り組み
ア　農業省

農業省は、大統領令第40号において、原料供給

を担う小規模農家への支援と指導を担当する。同省

は、2025年に公布した農業大臣規則第40号に基づ

（２）世界的なサトウキビ品種「POJ2878」の開発
P3GIの 前 身 組 織 で あ るProefstation Oost-Java（POJ） は、

20世紀初頭に大きな被害をもたらした病害への対応として、1921
年に「POJ2878」を開発した。「POJ2878」は、病害抵抗性と高
収 量 を 兼 ね 備 え て い た こ と か ら、「The Wonder Cane of the 
World（世界の驚異のサトウキビ）」と称され、世界各地へ普及した（コ
ラム―写真５）。

・インドネシアの砂糖産業はオランダによ
る植⺠地政策とともに発展。

・１８３０年にジャワ島で栽培システム
（Cultuurstelsel）を導入。現地の生産者にサ
トウキビを含む換金作物の栽培を義務付け
た結果、砂糖生産は急速に拡大。

・１８７８年には、栽培システムは廃止さ
れ、農業法（Agrarische Wet）の下で欧州系
の⺠間企業による大規模経営が拡大した。

植⺠地時代〜１９２０年代

・１９２０年代には、砂糖産業は急
速に成⻑したが、１９３０年代の世
界恐慌や第二次世界大戦などにより、
多くの製糖工場が損害を受けた結果、
生産は低迷した。

・１９５０年代初頭には、砂糖生産
が極めて低迷したが、１９５７年に
オランダ系製糖企業が国有化された。

１９２０年〜１９５７年

・多くの製糖工場が国営プランテーショ
ン企業によって運営された。

・政治的安定が砂糖生産を増加させた一
方、国内の砂糖需要の伸びには追いつけ
ず、１９６７年に純輸入国となった。

・１９７４年には、砂糖の国際相場の高
騰を受けて、世界中で新工場の建設や作
付けの拡大が進んだ。その結果、砂糖の
供給過剰が発生した。

１９５８年〜１９７５年

・１９８０年代初頭までは砂糖の国際相
場は高かったが、その後は下落した。

・ジャワ島以外にも新しい製糖工場が建
設されるようになった。

・政府の政策により、農地、融資、生産
資材、販売を支援した結果、１９８４年
と１９８７年に砂糖の自給が達成された。

１９７６年〜１９９３年

・１９９８年の経済危機は、砂糖産業に
とっての転換点となった。

・貿易の自由化と政府保護の縮小により、
砂糖産業は国際的な競争に直面すること
になった。

・国際相場の低迷と政府の価格安定機能
が縮小したため、国内生産は減少し、１
９９０年代後半以降、国内需要を満たす
ための砂糖輸入が増加した。

１９９４年〜２０１０年

・国内需要を満たせない状況が続き、
砂糖産業はサトウキビ生産の乾燥地や
限界地への移行、適性の低い品種の利
用などの課題に直面した。

・製糖工場の処理能力不足や原料確保
の競争も生産の安定化に悪影響を及ぼ
した。

・インドネシアは世界で最も砂糖を輸
入する国の一つとなった。

２０１１年〜２０２１年

コラム―表　インドネシアの砂糖産業の変遷

資料：インドネシア砂糖博物館の展示を基に農畜産業振興機構作成

コラム―写真５
「The Wonder Cane of the 

World」の展示
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き、年間10万ヘクタールに相当するサトウキビの

改植および作付面積拡大プログラムを実施してい

る。同プログラムでは、主に小規模農家に対する種

苗の提供や植え付けなどに係る労務費の補助を行っ

ている。

また、同省は、国有企業省および民間企業と連携

し、老朽化などにより性能が低下した機械や部品の

交換・修理への支援を通じ、製糖工場の生産性向上

にも取り組んでいる。同省では、これらの取り組み

の進展が砂糖生産量の増加に寄与しており、家庭消

費用砂糖については、26年中の自給達成が可能と

の見方を示している。

イ　PT Sinergi Gula Nusantara（PT SGN）
PT SGNは、国営製糖企業として政府から砂糖自

給政策の実施を任されている。同社は、農業省と連

携し、年間10万ヘクタール規模のサトウキビの生産

支援を行っている。支援内容は、前述の通り、種苗

の配布、植え付けなどに係る労務費の補助である。

種苗は生産者に無償で提供され、労務費については、

耕うん、植え付けおよび栽培管理に係る経費への補

助として、１ヘクタール当たり約400万ルピア（約

４万円）が支給される。また、同社は、これらの支

援に加え、複数のプログラムを通じて砂糖の自給政

策の一翼を担っている（表６）。

ウ　インドネシア砂糖・サトウキビ研究所（P3GI）
P3GIは、サトウキビに関する研究開発に加え、

政府、製糖工場、各州のプランテーション局と連携

し、サトウキビ生産者や製糖工場の生産性向上など

に係る支援を進めている。

特に、農業省が実施するサトウキビの改植および

作付面積拡大プログラムでは、認証候補種苗の評価

や認証種苗の配布準備などを担当するとともに、政

策の実施に必要な学術的な知見も提供している。育

種面では、黒穂病に対する病害抵抗性試験などを実

プログラム 目的 主な支援内容 期待される効果

サトウキビ・ア
グリプレナープ
ログラム

・�若手農家の
育成

・�新規参入促
進

・�営農資金の融資
・�50ヘクタールの

農地提供

・�農家の高齢化対
策

・�担い手確保　な
ど

MAKMURプ ロ
グラム

農業投入財の
安定確保

肥料の適時・適価
供給

・�生産コストの安
定�

・収量向上 など

E-TERAプ ロ グ
ラム

農家のデジタ
ル化支援

・�銀行サービス利
用

・資材調達
・�農場モニタリング

生産管理および
経営管理の利便
性向上　など

デジタルシステ
ムを活用した新
プログラム（開
発中）

農家、製糖工
場および金融
機関の連携強
化

・�原料出荷量の可
視化

・�砂糖生産量の可
視化

・�サプライチェー
ン管理の効率化

・�金融アクセスの
向上　など

資料：PT SGNからの聞き取りに基づき農畜産業振興機構作成

表６　PT SGNで実施するプログラムの一例

大統領令第40号の生産目標 ア　2025年時点 イ　目標値/比較対象 ウ　進捗率（％）

1 2028年までの家庭消費（直接消費）用砂糖の自給達成（万トン） 268 295 91

2 2030年までの産業用砂糖の自給達成（万トン） 0 340 0

3 2030年までのサトウキビ由来のバイオエタノール生産拡大 4の（５）参照 4の（５）参照 4の（５）参照

4

（１）単位面積当たりの収量増加（トン/ヘクタール） 69 93 74

（２）サトウキビ作付面積の拡大（万ヘクタール） 3.3 70 5

（３）製糖工場の生産性およびその他の事項の改善（％） 6.8 11.2 61

（４）サトウキビ生産者の経営安定

（５）サトウキビ由来のバイオエタノールの生産拡大（万キロリットル/年） 22 120 18

資料：�大統領令第40号、Nusantara Sugar Community「Sugar Journal July 2026」、USDA「Biofuels Annual Indonesia」を基に農畜産業
振興機構作成

注１：１および２のイは消費量の値。
注２：４の（２）のアは2023年から25年までの増加幅。
注３：４の（３）は製糖歩留まりの値。
注４：４の（５）のアは予測値。

表５　大統領令第40号の生産目標に対する進捗率（2025年時点）
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施し、優良品種の開発および健全種苗の生産に取り

組んでいる。

また、原料生産面だけではなく、砂糖の生産効率

向上のため、製糖工場と連携して次期操業に向けた

準備も行っている。例えば、操業開始前の計測機器

の調整・校正のほか、機械設備の保守から原料の品

質分析に用いるシステムの点検などを通じて、製糖

工場の円滑な操業を支援している。

エ　インドネシア砂糖協会（AGI）
AGIは、製糖企業を代表する業界団体として1980

年に設立された。同協会は、政府の自給政策を直接

実施する立場にはないものの、砂糖自給政策に対し、

政策提言、データ提供、技術的対話および生産者間

の調整を通じて継続的に関与してきた（表７）。AGI

によると、砂糖自給政策の進捗は、政策・制度の動

向、投資の動向、気象条件、生産者の経営判断、製

糖工場の稼働状況など複数の要因に依存するとして

いる。

また、大統領令第40号で掲げられたサトウキビ

由来のバイオエタノールの生産拡大については、新

たな需要創出や製糖工場の収益源の多様化により、

砂糖に依存する経営構造の軽減につながるとしてい

る。さらに、砂糖の供給を損なわない形で推進する

ため、サトウキビおよび砂糖の生産性向上、新たな

エタノール原料の開発、統合型プラントの整備を進

める必要があるとの認識を示している。

（３）自給達成に向けた課題
前述の通り、大統領令第40号では、家庭消費用

砂糖の自給達成は2028年まで、産業用砂糖の自給

達成は30年までとしている。複数の関係者からの

聞き取りから、家庭消費用砂糖については、自給達

成が実現可能な水準にあるものの、産業用砂糖の自

給達成に向けては、解決すべき課題も確認されてい

る。そこで、改めてインドネシアの砂糖産業が抱え

る課題について、以下の通り整理する。

ア　農業省
農業省は、サトウキビ生産には依然として複数の

課題が存在するとしており、それらに対する支援策

を講じている（表８）。

イ　PT SGN
PT SGNは、砂糖の自給達成に向けた主な課題

として、小規模農家における株出し回数の多さに伴

う生産性の低下を挙げている（図10）。PT SGNに

よると、本来は新植および株出し回数別の構成比が

均等で適正に構成されることが望ましいものの、小

規模農家では、その86％が３回以上の株出しを行っ

ている。この要因として、多くの小規模農家が現状

の生産性に満足しており、新植栽培や新品種の導入

に消極的である可能性が高いとしている。そのため、

生産性向上に向けては、収量や糖度の面で従来品種

を上回る新品種への生産者の理解促進が必要である

としている。

政策提言と技術的対話
サトウキビの栽培、種苗、再生株の管理、収穫および
製糖工場の稼働効率の改善を提言すること。
既存製糖工場の活性化および新規製糖工場への十分な
サトウキビ供給体制の整備を提言すること。
砂糖とバイオエタノールの統合的な開発を推進するこ
と。

データ提供
サトウキビ作付面積、サトウキビ生産量、砂糖生産量、
製糖歩留まり、製糖工場の処理能力、価格、コストに
関するデータを政府に提供すること。

生産者間の調整
砂糖輸入が国内の製糖シーズンを円滑に進めるため、
輸入の時期や数量について協議すること。

資料：AGIからの聞き取りに基づき農畜産業振興機構作成

表７　砂糖自給政策に対するAGIの取り組み
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ウ　インドネシア砂糖・サトウキビ研究所（P3GI）
P3GIは、インドネシアの砂糖産業が抱える課題

として、１）原料の生産性の低さ、２）原料供給量

と製糖工場の生産能力の不均衡、３）砂糖の生産性

の低さ―を挙げている（表９）。また、砂糖の自給

達成には、単なる増産だけではなく、農地の整備、

優良種苗の普及、製糖工場の近代化、流通・取引構

造の改善などに取り組むことが不可欠であるとして

いる。

エ　インドネシアサトウキビ生産者協会（APTRI）
APTRIは、サトウキビ生産者の全国組織であり、

生産者の能力向上、地位向上および経営安定を目的

としている。APTRIによると、農業省が実施する

サトウキビの改植プログラムについては、以前にも

同様のプログラムが実施されたものの、当時は資金

不足や監督不十分な状況が見受けられたと述べた。

2025年から本格的に開始した今回のプログラムに

ついては、対象面積が10万ヘクタールと大規模な

ことから、種苗供給に遅れが発生した事例も確認さ

れたとしている。同協会は、砂糖の消費者向け基準

販売価格のHAPの撤廃を含めて政府との直接的な

対話を望んでいる。
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図10　PT SGNと小規模農家の株出し回数の比較

資料：PT SGNからの聞き取りを基に農畜産業振興機構作成

課題 現状と対策

生産コストの上昇
　ジャワ島における農地賃料や人件費は、他用途向け土地利用や労働力需要のため非常に高い。
そのため、他地域におけるサトウキビ生産の可能性を引き続き模索し、国の政策を通じた介入
や支援を継続する。

都市化の進展 　都市化の進展により、農地の確保が困難になりつつある。国の政策を通じた介入や支援を行う。

気候変動
　毎年、エルニーニョやラニーニャの発生可能性を予測し、早期警報システムを整備した。また、
干ばつが予想される場合には、影響を受ける可能性のある地域の農家に対し、灌漑整備を支援
する。

機械化の停滞
　労働力の確保が困難となる中、生産地では機械化への移行を試みている。しかし、一般的に
小規模農家は機械の購入資金が不足し、操作技術が未熟なことに加え、農道の整備の遅れなど
が機械化の制約になっているとしている。

資料：農業省からの聞き取りを基に農畜産業振興機構作成

表８　農業省が認識する主な課題の現状と対策
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オ　まとめ
ここでは、ア～エの聞き取り結果を踏まえ、砂糖の

自給達成に向けた課題を以下の通り整理した（表10）。

また、これらの課題解決に取り組むためには、生産

者、製糖工場、研究機関、政府機関の協力体制の強

化も重要な点と考える。

おわりに
インドネシアでは、政府による砂糖の自給政策推

進などを背景に砂糖生産量は着実に増加しており、

大統領令第40号に掲げる家庭消費用砂糖の自給達

成という目標は、現実のものとなりつつある。同大

統領令全体の達成に向けては、一定の課題があるも

のの、業界関係者が連携し、小規模農家の生産性向

上、優良品種への更新、製糖工場の近代化、原料供

給体制の改善に取り組み、産業全体の生産性と持続

力の向上を図ることが重要と考えられる。

今後、砂糖自給政策が着実に進展した場合は、同

国の粗糖輸入量の減少も予測され、日本の粗糖の調

達環境にも一定の影響を及ぼす可能性はあるもの

の、日本での砂糖消費の現状を踏まえると、その影

響は限定的なものになると考えられる。

しかし、自給政策の取り組みやバイオエタノール

の政策動向は、今後のインドネシア砂糖産業の発展

だけではなく、日本の生産現場や国際需給にも一定

の影響を及ぼす可能性があるため、引き続き注視し

ていきたい。

課題 現状

原料の生産性の低さ
　劣悪な土壌条件、適正農業規範（GAP）の不徹底および気候変動や病虫害の影響などが原因とさ
れる。干ばつの対策としては、灌漑設備の利用も有効であるものの、灌漑設備が整備された農地は、
主に稲作に利用されており、サトウキビは灌漑設備のない乾燥地域での生産を余儀なくされている。

原料供給量と製糖工場の
生産能力の不均衡

　各製糖工場が生産効率と生産量を重視し、可能な限り多くの原料確保に努めるため、民間、国営を
問わず製糖工場間で原料の獲得競争が発生している。その結果、小規模農家はより高い価格を提示す
る製糖工場に原料を供給するほか、製糖工場が地域外から原料を調達する事例も発生し、各製糖工場
が本来の生産能力を十分に発揮できていない。

砂糖の生産性の低さ

　原料の品種構成のバランスの悪さと原料処理の遅延によるサトウキビのCCS低下が原因とされる。
通常、早生、中生および晩生種を組み合わせることで出荷時期を分散させるが、インドネシアでは晩
生種の割合が高く、原料が集中する時期は、収穫から製糖までの品質保持時間（５～７時間）を超過
してしまうことがある。

資料：P3GIからの聞き取りを基に農畜産業振興機構作成

表９　P3GIが認識する主な課題の現状

課題（項目） 内容

原料生産性 劣悪な土壌条件、GAPの不徹底、病虫害、機械化停滞への対応

生産環境の変化 生産コストの上昇、都市化の進展、気候変動への対応

改植・品種更新 株出し回数の多さ、新植不足、新品種導入の遅れ（農家の新品種への理解不足を含む）への対応

種苗供給・支援体制 種苗供給の遅れ、改植事業の管理・監督体制の強化への対応

製糖工場の生産性 老朽設備の更新、原料供給量と処理能力の不均衡、CCS向上への対応

サプライチェーン 工場間の原料獲得競争、収穫から製糖までの時間短縮への対応

資料：関係者からの聞き取りを基に農畜産業振興機構作成

表10　砂糖の自給達成に向けた課題


